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電子記録債権制度を創設する「電子記録債権法」成立・公布
通信・放送の総合的法体系「情報通信法」の検討作業進む

が可能になるよう、その手続きを定めている。それによっ
て当該犯罪行為により被害を受けた者の財産的被害の迅
速な回復などの実現を図ろうとするものである。

2007年12月14日に成立し、同月21日に公布された。

放送法、電波法及び有線電気通信法（改正）
放送法の2007年改正が2007年12月21日に成立し、同

月28日に公布された（2007年法律第136号）。これによって、
NHKはすでに放送した番組のアーカイブをブロードバンド
によって一般向けに提供することなどが可能になった。

同時に電波法及び有線電気通信法の2007年改正も成
立し、公布された（2007年法律第136号）。これによって、
電波利用を、より迅速かつ柔軟に行うための手続きの創
設などが行われた。

その他：有害サイトに対する未成年者の保護
インターネット上の違法有害情報が社会問題となってお

り、なかでも学校裏サイト、自殺サイトなどに関連した事
件が多発していることとの関係で、有害サイトに対する未
成年者の保護が重要な課題となっている。

そのための対策として、有害サイトアクセス制限サービス
（フィルタリングサービス）が有効である。ところが、フィル
タリングサービスについて保護者の認知度が高いとは言え
ないため、その普及は必ずしも進んでこなかった。そこで、
総務省は2007年12月10日、青少年が使用する携帯電話・
PHSにおけるフィルタリングサービスの導入促進を目的と
して、携帯電話・ＰＨＳ事業者などに対し、その取り組みを
強化するよう要請した。

具体的には、新規契約時にフィルタリングサービスの利
用を原則とした形で親権者の意思確認を行うなど導入促
進を図ること、すべての18歳未満の既存契約者に関し、
フィルタリングサービスの利用を原則とした形で意思確認
を実施し、利用を望まない場合には親権者の意思確認を
行うこと 、18歳未満の使用者に関し、親権者である既存
契約者に対して、フィルタリングサービスの利用の意思確
認を実施することが、その骨子となっている。

　2007年度は、成立したインターネットに関連する法整備
は、前年度と同様に比較的少数にとどまった。具体的に
は、別表（資料 6 -1- 2）に記載の法律が成立している。

電子記録債権法
まず、電子記録債権法（2007年法律第102号）が、2007

年6月20日に成立し、同月27日に公布された。
この法律は、電子記録債権制度を創設するものであ

る。電子記録債権とは、その発生・譲渡について、この法
律による電子記録を要件とする金銭債権である。右ページ
上の図（資料2 - 1- 1）で紹介しているとおり、あたかも“電
子の手形”のような仕組みが取り入れられている。民間事
業者が電子債権記録機関となる。

これまで実社会では、事業者による決済方法の中心的
な役割を、手形が担ってきた。ところが、手形は紙媒体を
使用するので、紛失・盗難のリスクや、作成・保管のコスト
の問題などを内在している。そのため、近時は手形の利用
が減少傾向にある。近時における情報技術の進展を踏ま
え、この法律によって電子記録債権制度が創設されたこ
とにより、手形などに関するリスクやコストの問題を克服す
ることができ、それによって事業者の資金調達の円滑化
を図ることなどが期待されている。

犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復
分配金の支払等に関する法律

この法律（2007年法律第133号）は、架空請求メール詐
欺、ワンクリック詐欺など、いわゆる振り込め詐欺の被害
者を救済するためのものである。与党の議員立法として成
立した。

犯罪者などを名義人とする預金口座に、騙された被害
者が振り込んだ資金は、従来の法体系では口座の名義人
だけが払い戻しできると考えられてきたので、これを簡易
な手続きで被害者に還付することが困難であった。この
法律では、遺失物法にいう犯罪者の置き去り物件と同視
することによって、簡易の公告手続により口座名義人の預
金債権を失権させるとともに、被害回復分配金の支払い
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る。しかし、本法案は、同時に、国際的な組織犯罪の防
止に関する国際連合条約の締結に伴う共謀罪等の新設規
定を含む「抱き合わせ法案」でもある。その影響を受けて、
サイバー犯罪条約に対応するための部分も成立に至らず、
国会で塩漬けのまま現在を迎えている。

第2の原因は、次に控えるさまざまな法改正の準備の狭
間とも言うべき時期であったことである。本項執筆時点で
は未だ成立には至っていないが、現在開会中の第169回
国会には、すでに前述のサイバー犯罪条約に対応するた
めの法案だけでなく、出会い系規制法の改正案、迷惑メー
ルに対しオプトイン規制の導入と罰則強化を目指す特定
電子メール送信適正化法および特定商取法の改正案が提
出されている。さらには、通信・放送の総合的な法体系の
整備を目的として、総務省は情報通信法の制定に向けた
検討作業を進めている。

これは法律ではないが、いたずらに法規制を加えるより
も、このような自主規制によって実効性を確保することが、
表現の自由への副作用の少ない方法として求められてい
る。未成年者へのフィルタリングサービスの普及が今後望
まれる。

今後の見通し：法整備が少数だった2つの理由
今年度完了した法整備が少数にすぎなかった原因は、

すでにインターネット関連の法整備がほぼ完了したという
意味ではない。

その原因は、第1に、いわゆる与野党伯仲国会の余波
である。たとえば、数年前から国会に提出され続けている

「犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対
処するための刑法等の一部を改正する法律案」は、サイ
バー犯罪条約に対応するための法案であり、コンピュータ
ウイルス処罰規定の新設をはじめ、重要な内容を含んでい

法　令 成立日 公布日 概　要

電子記録債権法 2007年  6月20日 同月27日 “電子の手形”のような電子記録債権制度を創設

犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律 2007年12月14日 同月21日 振込め詐欺等の犯罪行為により被害を受けた者に 
対する被害回復分配金の支払等のための法整備

放送法（改正） 2007年12月21日 同月28日 NHK関係で番組アーカイブのブロードバンドによる 
提供を可能にする等

電波法・有線電気通信法（改正） 同　上 同　上 電波利用を、より迅速かつ柔軟に行うための手続きの 
創設等

資料2-1-1　電子記録債権の基本的イメージ

出所　「金融庁の1年（平成18事務年度版）第5章資料5 -1- 5
電子記録債権の基本的イメージ・機能」2007年8月

資料2-1-2　整備されたインターネット関連法律（公布年月日

出所　筆者作成
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